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Since the track circuit exists broadly, if failure occurs, it will require time for investigation and restoration of a track circuit. 

Furthennore, tl1e congestion of infonnation also occurs. Then, we made the concept unattended measurement, unmanned 

transmission, and automatic pinpointing of the locating fault, and developed Failure detector and synchronized data display 

system for track circuit. Thereby, we realized reduction of the required staffs at the time of invcstigation, sharing of 

infonnation, and prevention of the judgment error. 
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,.はじめに

軌道回路が故障した垢合には、原因究明に多大な時間を

要す場合がある。この原因は以下のとおりである。

① 測定箇所が多く 、機器が広範囲に点在し、調査のた

めの多くの手r1と時間が必要

② 多くの情報が輻戟し、共有化が難しい

③ 故障部位の判断を間違う可能性がある

そこで、軌道回路時の早期復旧を目的として、軌道回路

測定器及び軌道回路故障解析装鹿の開発を行なった。開発

の方針は以下の 3つである。

① シミュレーションにより故隣部位特定9合理を導出し、

軌道回路毎に異なるケープル長や軌道長等の固有の

構成情報を必婆とせずに、故障時のデータのみで故

障部位を特定する。

② データを無線伝送して集約することで、複数個所の

データを同時に確認し、故障調査時の手問と時間を

削減する。

③集約したデータをメールで転送することで、情報の

共有化を実現する。

軌道回路測定器及び軌道回路故防解析装置を試作して機

能確認試険を行なった結果は、良好であった。

2.開発の流れ

軌道回路測定器及び軌道回路故障解析装骰の脱発は、以

下の工程で行なった。

① 故障部位特定論理の研究

②軌道回路測定器の開発

③ 軌道回路故障解析装置の開発

④ 機能確認試験

3. 故障部位特定論理の研究

3. 1前提条件

軌道回路の故障部位を自動的に特定する9合理について、

以下の条件の下、研究を行なった。

① 故障原因は、短絡と開放の 2種類とする（表 1)

② 故障部位の区別は、機器室・送電ケープル・レール・

着鼈ケープルの 4つとする

③ 故障部位は特定するが、原因は特定しない

④ 故陳部位の特定のための測定点は、機器室（送電） ．

送電側インビーダンスボン ド（以下 ZB)、著厖側 28• 
機器室 （渚電）の 4箇所とする

⑤ 故障発生時のデータだけで、故障部位を特定する

⑥商 用軌道回路と SM E T (Sending Micro 

Electronics Track circuits)形列車検知装置（以

下SMET)を対象とする

Table l Failure conditions 

Failure conditions 

Cable 

Rail 

3.2検証方法

Short circuit 

0pen circuit 

Short circuit 

Open circuit 

Resistance 

0.10 or less 

10 k Oor more 

0.30 or less 

200or more 

ンミュ レーション及び模擬軌道回路において、軌道回路

の構成（図 I) を変化させ、レール・ケープルにて故障を

発生させる。その際の機器室、 ZBの鼈圧 ・霞流値（図 l
中 Pl~P4)の傾向から故阪部位特定論理を導き出した。

変化させた構成要因は、以下のとおりである。

軌道構成 棒線、片開き分岐器

軌道長 50m~2km（棒線）

20~100m（片開き分岐器）

ケープル長 50m~2km 
ケープル断面積 1. 25、2、10、30mm2

涌れ抵抗 0.01、0.3、0.7S/km 
上記パターンは、実際の軌道回路をほぽ網羅しているた

め、故院部位特定論理は大半の軌遊回路に適用できると考

えられる。
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3.3検証結果

検証結果の一例が図 2である。送信ケープル ・レール ・

受信ケープル（図!)で短絡・開放を行ない、計 6パター

ンの故障を発生させた時の Pl での近流値傾向を示してい

る。①～⑥の内訳は以下のとおりである。

①送信ケープル短絡

②受信ケープル短絡

③ レール 短絡

④送信ケープル断線

⑤ 受信ケープル 断線

⑥レール 断線

この結果からわかるとおり、 Pl点で砲流が約 0.lA以下

になるのは、送信ケープルが断線した時だけだとわかる。

同様に、 Pl~P4における電流 ・電圧の傾向値から、故障部

位を特定する閑値を求める。集計結果が、表 2となる。

なお、シミュレーション結果・模擬軌道回路の試験結果

に誤差を考慮したマージンを加えて閾値を決定している。
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Table 2 Failure jud2in2 conditions 

Setting position 
Measurement 

SpecirIClogic Specific resull 
item 

Trans 
Voltager,Js) VS"□Vand Equipment 

IS＝口A room 
mission 
(P1) Current(ls) Is＜口 Transmission 

Equipment Cable 
room 

Nr=口andIr~口） orRece 
Vollage0fr) Equipment 

ption fl/r~ D and Ir＝口） room 

(P4) Current(lr) Vr>OV Rail 

28(Tr.insmission) Voltage(ZVs) ZVs<OVand Sending 
(P2) Current(Zls) Zlsく口A Cable 

ZB(Reception) Vollage(ZVs) Zlr>口A
Receplion 
Cable 

(P3) Current(Zls) 
Z'lr/Z¥/s＜口 Rail 

4.軌道回路測定器の開発

4. 1開発方針

故障部位を特定するためのデータを集約するため、 4つ

の開発方針に基づき軌道回路測定器を開発した。

① 測定精度を5％とし、帰線電流の影響を排除

② 測定器短絡故障時に軌道回路に影響を与えない

③ 200ms周期で測定し、軌道回路故締解析装置にデー

タを送信

④ 商用軌道回路と SMETのデータを測定

方針①は、図 2で記載のある閾他決定時のマージンを少

なくするためである。このマージンを小さ くする程、故隣

部位を特定できる可能性が高くなる。これを実現するため、

測定器にデジタルフィルタを適用し、嬬流測定のコアにロ

ゴスキーコイルを採用した。

方針②は、測定器の短絡故障により、被測定回路である

軌道回路へ悪影響を及ぽし、列車の輸送障害に繋がる こと

を防ぐためである。これを実現するため、短絡防護アダブ

タを開発した。

4.2測定精度の向上

ノ、ュレーションデータと実測値には、比較試験の結果

から差異があることがわかった。この差異の要因は、使用

測定器誤差、高調波の影響、油洩インダクタンスと浮遊容

母等の影響である。また、電源電圧の変動も発生する。

そこで、測定器自体の精度向上、及びフィルター処理で

商調波等の影響を排除することによって、シミュレーショ

ンデータと実測値の差異を縮小した。その結果によって決

定したのが、図 2におけるマージンである。

また、測定精度に影響を与える原因として、信号と共に

レールに流れる帰線電流の影響がある。帰線鼈流が流れる

と、測定する電流コイルで磁気飽和が発生し、正確な測定

ができなくなる。

そのため、 ZBにて軌道回路の亀流を測定するセンサに ロ

ゴスキーコイルを採用し、帰線電流の影響を排除すること

とした。図 3に軌道回路に流れる信号露流と帰線霞流の関

係を、図 4に帰線電流の影響を相殺する概念図を示す。 ZB

の腕にロゴスキーコイルを 2つ装箔することにより、信号

電流は 2倍の値となり、帰線電流は相殺した形で計測が可

能となる。
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Fig.3 Return and Signal current in a track circuit 
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4.3短絡防護アダブタの開発

軌道回路測定器と被測定回路（軌道回路）の間に挿入す

るアダプタを開発した （図 5)。アダプタ挿入によって発生

する亀圧変動については、軌道回路に影響を与えない範囲

となるように配慮した。測定電圧や測定周波数については、
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係員が通常使用する可能性のある、電圧 0~300V、周波数

DC~525Hzに適用できることとした。

A circuit 
tobemeasured トー Adapter ---j 
I三」ニユニニコF

とこL....
Fig.S Short circuit protection adapter 

4.4測定周期とデータ伝送

軌道回路の詳細なデータ確認ができるように、軌道回路

測定器にて測定する周期は 200msとした。また、軌道回路

測定器から軌道回路故陪解析装置に測定したデータを、効

率よく長距離に手軽に伝送するため、特定小鼈力無線を使

用することとした。

4. 5SME Tの測定

商用軌道回路は、軌道回路に常時電流が流れている。し

かし、 S M ETは時分割送信であるため、鼈流が流れてい

ない時間がある。（図 6)

Commerc・ 
frequenc 

SMET 

ig. 

軌道回路測定器は、 200ms毎に測定している。それを 5

回分まとめて、軌道回路故障解析装盤に伝送するという伝

送を方法を行なっている。 一方、SMETの測定周期は、

250士42msであり、200msの測定時には S M E Tが送信され

ていない場合がある。そこで、 300ms間の間で最大値を記

録する変数を用意し、実効値換算して変数の値とした。ま

た、この変数を 2個用意することで、確実に SMETの波

形を測定できるようにした。（図 7)

Transmitter pulse form of SMET 

Adoption of 
measured valu 

Vari ab I 
Variable 

Measurement tim 

..-・----~-•-•~MET 

囚 ls←+'-'Transmission period 
200ms Measurement period 

Fig. 7 Measuring method of SMET  

4.6仕様

軌道回路測定器の測定範囲は以下のとおりである。

対象軌道回路 商用及びSMET

周波数 50/60Hz 

軌道回路祖圧 AGO. I~300V 

軌道回路電流 AGO. I~50A （機器室用）

AGO. I~60A (ZB用）

帰線霞流 DC50~2000A 

軌道回路測定器の使用環境条件は以下のとおりである。

設置場所 機器室又は器具箱

入力電源 AC90~264V 

・電源周波数 47~63Hz 

AC不使用時

相対涅度

温度

単 3乾電池4本使用

結蕗しないこと

JIS E 3019 5種に準拠

5. 軌道回路故障解析装置の開発

5. 1開発方針

開発にあたっては、どんなユーザでも軌道構成を意識す

ることなく扱えるようにするため、 7つの軌道回路構成パ

ラメータ（表 3)の選択のみで解析を行なえることとした。

Table 3 Soecification of circuit comoosition 

Track circuit lmoedance bond Caoacitor 

① SMET Exist 

② SMET None 

④ ③ 
Tertiary coil 

Commerc1al 
凶 frequency 

Exist 

直 Secondary coil 
⑦ 

5.2開発内容

故障部位特定論理によって、軌道回路測定器から集約し

たデータを処理して故障部位を特定する軌道回路故障解析

装僅の開発を行なった。全体構成を図 8 Iこ示す。

軌道回路測定器にて 200ms間隔で測定したデータを、軌

道回路故樟解析装置上で ls毎に更新表示することとした。

また、軌道回路故障解析装置にて集約したデータは、

WiMAX や FO~IA によってメール転送し、遠くに阻れた人同士
でデータを共有できることとした。

5.3仕様

軌道回路故隣解析装置の設位粂件は以下のとおりである。

周囲温度 JIS E 3019 1種に準拠

相対涅度 30~80%RH 結露なきこと

・祖源電圧 1001’士10%

． 嬬源周波数 50/60Hz 

6.機能確認試験

実験用軌道回路及び実際に使用している軌道回路にて以

下の確認を行なった。

6. 1データ測定機能

軌道回路測定器にて、 200ms間隔でデータが測定できて

いることを確認した。また、測定精度については、目標と

する誤差率 5％を概ね達成したことを確認した。

6.2データ伝送・記録・表示機能

軌道回路測定器で測定したデータを、 ls周期で軌道回路

故障解析装閥に保存し、表示することを確認した。また、

軌道回路測定器と軌道回路故脇解析装置が 400m離れた場

所にて、データを確実に伝送できることを確認した。

6.3データ転送機能

軌道回路故障解析装置に集約したデータをメールにて

他の軌道回路故障解析装置に転送し、表示できることを確

認した。

6.4軌道回路故隣部位特定

実験用軌道回路にて故障を発生させ、概ね故障部位が特

定できることを確認した。
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7.まとめと課題

本開発により、以下の成果が得られた。

① シミュレーションによる検証結果により 、実際の軌

道回路ドおける故障部位の特定ができる。

② ケープル長や軌道長等の軌道回路の構成を意識す

る事無く、故阻部位を特定する ことができ る。

③ データ伝送を無線にて随時行うことにより、調査・

測定結果の報告 ・媒約作業を無く し、調査等の手間と

時間を削減できる。また、複数個所の測定データをリ

アルタイムに確認することができる。

④ データをメール送信することにより、遠くに離れた

者同士で情報の共有化が図れる。

しかし、いくつかの課超も明確になった。

7. 1測定精度

常時祗流が流れている商用軌道回路では、誤差率 5％の測

定精度を実現した。しかし、 SMETでは目標を達成する

ことができ ない場合があった。これは、測定する SMET

波形のばらつきのためであり、測定間隔を長くする等の対

応の検討が必要である。

7.2伝送手段

軌道回路測定器から軌道回路故陪解析装置への伝送に

ついては、特定省電力無線機を使用した。平坦な場所での

使用では有用性を確認できたが、建物内や山等の遮萩物が

ある場所では、伝送ができない場合があった。今後、確実

にデータを伝送できる手段を検討する必要がある。

7.3レールの開放故障の判定

シミュレーションによって、レールの開放故障時の閾値

を求めた。しかし、実験用軌道回路で実験を行なった結果｀

レールの開放故障時に閾値を満たす電圧・電流になる こと

は無かった。そのため、レールの開放故障を検出できる閾

値を検討する必要がある。

8.終わりに

本開発により、軌道回路故障の閻査時間を短縮し、情報

の共有化を図って、自動で故阪部位を特定するシステムが

実現した。

しかし、実院の使用を鑑みるといくつかの課題がある他、

ユーザインターフェイスを向上する必要がある。今後、軌

道回路故障解析装隧の実用化に向けて、課題を克服してい

きたい。
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